
平成 29 年度自治体向けアセス条例研究会    

 

 

 

 

 
 

 

自治体では、再生可能エネルギーの導入に伴い、周辺の環境への影響を軽減するための環境影響評価を実施

していますが、環境影響評価に関する法令や条例に掛からない小規模な事例、特に太陽光発電所の設置等も多

く存在しています。再生可能エネルギーの導入は、地球温暖化対策の地域政策の中で推進すべき事業でありま

すが、導入に関して無作為乱立の状況も発生しており、一部住民からは、自然環境面での一定の規制が求める

声も出るなど、自治体が板挟みになるケースもあります。 

このため、先行的な自治体の取組について、そのプロセスや条件、課題等を直接自治体の担当者及び有識者

から聴き、意見交換をすることにより、それぞれの地域にあった条例の制定、将来に向けた参考とすることを

目的に、自治体の環境影響評価担当者を対象に研究会を開催します。 

 

１ 開催日時等 

開催日：【名古屋会場】平成 29 年 8 月 31 日（木）13:00～16:30 （受付開始 12:30） 

【金沢会場】 平成 29 年 9 月 1 日（金）13:00～16:30 （受付開始 12:30） 

会  場：【名古屋会場】ウィンクあいち（愛知県名古屋市中村区名駅 4 丁目 4-38） 

＜会場へのアクセス＞http://www.winc-aichi.jp/access/ 

【金沢会場】金沢商工会議所（金沢市尾山町 9 番 13 号） 

＜会場へのアクセス＞http://www.kanazawa-cci.or.jp/guidance/position.html 

定 員：各会場とも 20 名 【参加費は無料です】 

対 象：地方公共団体で環境影響評価を担当する職員としますが、興味をもたれる地方公共団体の職員 

    もご参加いただけます。 

主 催：環境省中部地方環境事務所 

２ プログラム（予定） 

13:00 開会の挨拶 

13:05 事例報告｜長野県における環境影響評価条例（仮題） 

長野県環境部環境政策課 

13:35 事例報告｜徳島県鳴門市におけるゾーニング事業（仮題） 

鳴門市市民環境部環境局環境政策課 

14:05 講演｜再生可能エネルギーの導入と住民合意（仮題） 

名古屋大学大学院環境学研究科 教授 丸山康司様 

15:05 休憩 

15:15 ディスカッション（グループ討議等を含む） 

16:15 本日のまとめ 名古屋大学大学院環境学研究科 教授 丸山康司様 

再生可能 

エネルギー導入を考える 



 

 

３ 問い合わせ先  環境省中部地方環境事務所 環境対策課 TEL：052-955-2134 

 

４ 参加申込み方法 

① 参加希望の方は、下記参加申込書に必要事項を記入の上、電子メール、または、ＦＡＸでお申し込み下さい。 

② 申込みは先着順に受け付けます。定員に達し次第、期限前に受付を締め切ることがありますので、あらかじ

め御了承下さい。 

③ お申し込み受理後に受講票をお送りします。連絡がない場合は、担当者までお問合せください。 

・申込期限 ： 平成 29年８月 29日（火）まで 

・電子メールでの申込 ： REO-CHUBU@env.go.jp 必要事項を記載し、件名に「平成 29 年度自治体

向けアセス条例研究会参加申込み」と入力して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年度自治体向けアセス条例研究会 参加申込書 

ＦＡＸ送付先：環境省中部地方環境事務所 ＦＡＸ：０５２-９５１-８８８９ 

ふりがな  

お名前（必須）  

団体名（必須） 

所属部署 

役職 

 

 

 

 

連絡先（必須） 〒 

ご住所（所在地）： 

 

 

TEL： FAX： 

E-mail： 

 

今後、環境省主催の説明会等の案内を希望しますか。     □はい  □いいえ 

・連絡先については、TEL、FAX、E-mailのいずれか一つは必ず記入して下さい。     

・参加申込書は、本業務の終了後に溶解処分しています。     

mailto:REO-CHUBU@env.go.jp

